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第４章 将来の事業環境                     

 

４４..11 外外部部環環境境のの変変化化                                                    

（（11））人人口口減減少少  

本市の人口は、図 4-1 に示すとおり減少傾向を続け、令和５年度（2023 年度）

末現在の住民基本台帳人口は 98,442 人となっています。今後もこの傾向は続くと

考えられ、計画年次の 10 年後である 2035 年度には 88,79８人（2023 年度の

90.2％）、2070 年度には 63,593 人（同 64.6％）まで減少することが見込まれ

ます。 

人口減少に伴い、鹿屋市水道事業の給水人口も減少し、令和５年度（2023 年度）

の 94,250 人から 2034 年度には 86,182 人（2023 年度の 91.4％）、50 年後

には 57,980 人（同 61.4％）まで減少することが見込まれます。 

一方、市民の使用水量である 1 日平均有収水量については、人口減少と市民の節

水意識の向上等により減少を続け、203５年度には 2023 年度 1 日平均有収水量

の 2,592ｍ3 減の 25,127ｍ3/日になり、50 年後には 17,027ｍ3/日（2023 年

度の 61.4％）まで減少することが見込まれます。配水池から配水される 1 日平均

配水量も、1 日平均有収水量と同様に減少を続け、203５年度は 31,350m3/日

（2023 年度の 90.6％）、50 年後は 21,243ｍ3/日（同 61.4％）となります。

将来的に配水管の更新が進み漏水等が減少することにより、1 日平均有収水量と 1

日平均給水量との差が縮小することが見込まれます。 

1 日平均有収水量の減少は、料金収入の減少に繋がり、水道事業経営に大きく影

響します。そのため、今後の1日平均有収水量や1日平均給水量の減少を踏まえて、

水需要に応じた適正な施設規模で事業を経営していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 給水人口及び給水量の実績と予測 
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（（22））施施設設のの効効率率性性低低下下

人口減少に加え、節水意識の向上及び節水器具の普及により水需要の減少

が想定されています。図 4-2 に示すように、施設利用率は横ばいで推移して

いますが、将来的には施設能力に対して水需要が下回って施設利用率が減少

傾向を示すことが予測されますので、施設の効率性の低下が懸念されます。 

今後、施設の更新にあたっては、施設の統廃合や規模縮小等により、施設

規模の最適化を図り、更新費用や維持管理費の削減を図っていく必要があり

ます。 

図 4-2 施設利用率の経年変化 

（（33））水水源源のの汚汚染染

本市の水源は、表流水や湧水、浅井戸、深井戸などさまざまであり、これ

らの水源においては、異常気象により水源への影響が懸念されます。また、

家畜肥料、化学肥料等に起因すると思われる窒素やリンの地下水への流入な

どにより、水源の安全確保が脅かされています。 

そのため、引き続き注意深く水質監視するとともに、様々な汚染リスクを

想定して、水道水源の保全及び安全性を考慮した施設整備を図る必要があり

ます。   
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44..22 内内部部環環境境のの変変化化

（（11））施施設設のの老老朽朽化化

本市の水道施設は、主に昭和 30 年代から昭和 50 年代にかけて整備が行

われており、多くの施設で老朽化が進行している状況にあります。 

施設の更新が遅れれば、水道管の漏水事故等により、市民の皆様への安定

供給に影響を及ぼすおそれがありますので、水道施設の更新は、社会基盤施

設として耐震・耐久性を確保する上で重要です。 

施設の老朽度を示す指標として、「健全度」があります。「水道事業におけ

るアセットマネジメント(資産管理)に関する手引き」（国土交通省）によると、

施設・管路の経過年数と健全度の目安が表 4-1 に示すような例が示されてお

り、本市においてもそれに準拠したアセットマネジメントによる評価を行っ

ておりますので、その結果概要を以下に示します。 

表 4-1 施設・管路の経過年数と健全度の目安 

【施設(構造物及び設備)】浄水場や配水池等の構造物、電気・機械の設備 

名 称 説 明 

健全資産額 経過年数が法定耐用年数以内の資産額 

経年化資産額 経過年数が法定耐用年数の 1.0～1.5 倍の資産額 

老朽化資産額 経過年数が法定耐用年数の 1.5 倍を超えた資産額 

【管 路】導水管、送水管、配水管（本管及び支管） 

名 称 説 明 

健全管路延長 経過年数が法定耐用年数以内の管路延長 

経年化管路延長 経過年数が法定耐用年数の 1.0～1.5 倍の管路延長 

老朽化管路延長 経過年数が法定耐用年数の 1.5 倍を超えた管路延長 

水道施設（構造物及び設備）の健全度について、更新等を実施しなかった

場合の見通しを図 4-3 に示します。 

これによると、令和 4 年度（2022 年度）現在は健全資産が 7 割程度を占

めていますが、2067 年度には健全資産が 1 割程度しか残りません。 
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図 4-3 施設の健全度の見通し 

次に、管路の健全度について、更新等を実施しなかった場合の見通しを図

4-4 に示します。

これによると、令和 4 年度（2022 年度）現在は健全管路が６割程度を占め

ていますが、2057 年度以降には健全管路がなくなります。 

図 4-4 管路の健全度の見通し 

このまま修繕や更新等の手当てを実施しない場合、徐々に施設、管路の機

能が低下し、安定した水道水の供給に支障を及ぼすものと考えられます。こ

のことから、限りある財源を有効に活用するため、「鹿屋市水道事業アセット

マネジメント」に基づき、優先順位を定め、老朽化した水道施設を計画的に

更新していくことが必要です。 
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（（22））資資金金のの確確保保

本市の給水普及率は 98.51％であり、「拡張の時代」から「維持管理・更

新の時代」、「再構築の時代」へと変化しており、資材価格や労務費等の高騰

による施設更新費用の増大、人口減少等に伴う料金収入の減少が予測されま

す。 

これらの見通しから、今後の財政運営はかなり厳しい状況になることが見

込まれます。このことから、料金改定等を踏まえた財政シミュレーションに

基づき適切な支出可能額を設定し、更新計画に基づき更新費用の平準化を図

り、効率的に施設更新を図る必要があります。 

（（33））職職員員数数のの見見通通しし

水道事業に関わる職員数は、適正に事業運営する上で、必要十分な体制を

確保する必要があります。また、安全な水道水を安定して供給するためには、

これまで培った技術を次世代へ継承できるよう、職員の適正な配置と年齢構

成の適正化を図るとともに、若年層の育成を図る必要があります。 

水道事業運営にかかわる労働生産性の指標として、職員数一人当たりの有

収水量があります。１人の職員がどれだけの業務をこなしているかを示す指

標であり、高くて増加していくことが理想的です。 

本市水道事業の職員 1 人当たりの有収水量は図 4-5 に示すとおり減少傾向

で推移しており、類似団体の平均値を下回っている状況です。 

今後は、更なる組織のスリム化が求められますが、老朽化した小規模施設

が中山間地域に分布し、更新・耐震化など事業量も増大することから、それ

らに対応する人員不足が懸念されます。このため、持続的な水道事業運営に

必要な職員をいかに確保していくかが課題となります。 
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